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(百万円未満切捨て)

１. 平成 23 年 3 月期第 1 四半期の連結業績（平成 22 年４月１日～平成 22 年６月 30 日） 

(１) 連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)  
 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第１四半期 11,125 52.6 708 ― 603 ― 274 ― 
22年3月期第１四半期 7,291 △53.8 △1,716 ― △1,706 ― △969 ― 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

円 銭 円 銭

23年３月期第１四半期 4. 10 ―
22年３月期第１四半期 △14. 48 ―
 
(２) 連結財政状態   

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期第1四半期 58,013 14,213 24.5 212. 27
22年３月期 59,101 13,950 23.6 208. 33 
(参考) 自己資本 23年３月期第1四半期 14,213百万円 22年３月期 13,950百万円 

 

２. 配当の状況  

年間配当金 
 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年３月期 ―  0. 00 ― 0. 00 0. 00

23年３月期 ―     

23年３月期(予想)   ― ― ―  ― 

(注) 当四半期における配当予想の修正有無 ： 無 

23 年３月期の第２四半期末、期末及び年間の配当金額は未定であります。 

 

３. 平成 23 年３月期の連結業績予想（平成 22 年４月１日～平成 23 年３月 31 日） 
 (％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 21,400 28.4 1,150 ― 900  ― 400 ― 5. 97
通期 43,900 16.0 2,500 ― 1,950 ― 1,000 ― 14. 93

(注) 当四半期における業績予想の修正有無 ： 無 



 

 

 
４. その他（詳細は【添付資料】Ｐ.４「その他の情報」をご覧ください。） 

(１) 当四半期中における重要な子会社の異動 ： 無 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

 

(２) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

 

(３) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有 

 ② ①以外の変更 ： 無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計

処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

 

(４) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年3月期1Ｑ 67,000,000株 22年3月期 67,000,000株

② 期末自己株式数 23年3月期1Ｑ 39,914株 22年3月期 39,838株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期1Ｑ 66,960,108株 22年3月期1Ｑ 66,961,575株

 

 
 

(注意事項) 

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短

信の開示時点において、四半期連結財務諸表のレビュー手続が実施中です。 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的で

あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があり

ます。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算

短信（添付資料）３ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間は、中国を中心としたアジア新興国の旺盛な需要と国内ではエコカー減税・補助

金やエコポイント制度による耐久財消費の好調な需要に支えられ、昨年下期より安定した生産状況となっていま

す。しかし、ギリシャの財政問題に端を発したユーロ圏での信用不安による景気後退、それによる世界景気への

影響など先行きが不透明であります。 

ステンレス業界においても、引き続き旺盛なアジア新興国の需要とエコカー減税、エコポイントによる国内需要

の喚起政策の維持により需要は安定しておりますが、ニッケル価格の大幅な変動、原燃料である石炭、鉄鉱石

の価格上昇など依然先行きは不透明であります。 

当社グループは、このような状況のもと、当社独自の高付加価値製品の拡販、在庫の適正化の更なる推進、

徹底した費用削減による高収益体制構築を推進しております。販売面ではＩＴ、デジタル機器などの情報家電向

けを中心とした販売活動の強化による受注の確保、自動車部品向けでは、需要回復に伴うステンレス及び特殊

鋼製品の受注増、更に特殊鋼製品では、輸出の回復による刃物製品の受注増、加工品では自動車向けの堅調

な受注とＯＡ機器向け部材の新規受注の確保などにより、前年同期と比較し販売数量が増加したことで当第１四

半期連結会計期間における連結業績につきましては、売上高は 38 億３千３百万円（52.6%）増収の 111 億２千５

百万円となりました。損益面につきましては、前年同期はリーマンショック以降急激な需要の低下による受注量減

少の影響により、高単価原料を抱えての生産のため売上原価が上昇いたしましたが、当第１四半期連結会計期

間では、この要因が解消されたことにより営業損益は、24 億２千４百万円増益の７億８百万円の利益となり、経常

損益では、前年同期と比較し 23 億９百万円増益の６億３百万円の利益となり、四半期純損益は、前年同期と比

較し 12 億４千４百万円増益の２億７千４百万円の利益となりました。    

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債、純資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ 10 億８千８百万円（1.8％）減少の

580 億１千３百万円となりました。流動資産は、５億３千４百万円減少の 256 億２千万円となりました。これは主

に、借入金の返済を進めたこともあり、現金及び預金が７億９千８百万円減少し、一方生産数量の回復により、

たな卸資産が３億６千３百万円増加したことによるものです。固定資産は、５億５千３百万円減少の323億９千２

百万円となりました。これは主に、有形固定資産の設備投資額が減価償却実施額を下回り有形固定資産が２

億２百万円減少し、繰延税金資産が２億４千５百万円減少したことによるものです。 

負債合計は、前連結会計年度末と比べ 13 億５千２百万円減少の 437 億９千９百万円となりました。これは主

に、長短期借入金が 27 億８千９百万円減少した一方、前連結会計期間からの販売数量の回復に伴う原材料

調達の増加により、支払手形及び買掛金が 10 億６千４百万円増加したことによるものです。 

純資産は、前連結会計年度末と比べ２億６千３百万円増加の 142 億１千３百万円となりました。これは主に、

四半期純利益２億７千４百万円によるものであります。以上の結果、自己資本比率は、24.5％（前連結会計年

度末 23.6％）となりました。 
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②キャッシュ・フローの分析 

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による収支

と投資活動による収支を合わせると、19 億８千８百万円の収入（前期 14 億５千２百万円の支出）であり、これに、

財務活動による収支を加味すると、８億９百万円の支出（前期 27 億６千６百万円の支出）となり、前連結会計

年度末に比べ資金は７億９千８百万円（12.6%）の減少となり、当第１四半期連結会計期間末には 55 億３千６百

万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、20 億７百万円の収入（前期７億９千万円の支出）となりました。これは

主に、税金等調整前四半期純利益が５億６千３百万円（前期 17 億８百万円の損失）、減価償却費が３億８千７

百万円（前期３億８千５百万円）であり、仕入債務の増加による収入 10 億２千７百万円、売上債権の減少によ

る収入９千８百万円等の収入があった一方、たな卸資産の増加による支出３億３千９百万円等の支出があった

ことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、１千８百万円の支出（前期６億６千２百万円の支出）となりました。これ

は、有形固定資産の取得による支出が１億２千８百万円（前期３億９千百万円）、短期貸付金の回収による収

入が９千６百万円（前期実績なし）等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、27 億９千８百万円の支出（前期 13 億１千４百万円の支出）となりました。

これは、短期借入金の純減による支出 13 億５千３百万円（前期８千万円）、長期借入金の純減による支出 14

億３千６百万円（前期 12 億３千万円）等によるものであります。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

連結経営成績に関する定性的情報で記載したとおり、第１四半期は順調に推移いたしましたが、第２四半期

以降につきましては、需要を牽引してきた自動車エコカー減税、補助金などの優遇制度の終了による自動車関

連部材の需要の低下、ステンレスの原燃料である石炭、鉄鉱石の価格変動、加えてニッケル、クロム価格の短期

間での変動により販売価格が不安定となるなど、先行きは不透明であり非常に予測しがたい状況にあります。こ

のような環境の下、当社グループでは、差別化技術による独自製品やステンレス箔などの高付加価値製品の拡

販を進めると共に収益改善に向けた費用削減、設備投資の検討を行い、業績の向上に努めてまいります。 

第２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想は、当初の予想（平成 22 年５月 11 日公表）を変更してお

りません。 
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２．その他の情報 

（１）重要な子会社の異動の概要 

    該当事項はありません。 

 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用の概要 

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

        当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がな

いと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

②たな卸資産の評価方法 

        当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実

地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

③退職給付費用の算定方法 

        退職給付費用の算定に関しては、連結会計年度に係る退職給付費用の額を期間按分する方法によって

おります。 

④法人税の算定方法 

         法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定す

る方法によっております。 

         繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差

異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績

予想やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

 

     

（３）会計処理の原則・手続き、表示方法等の変更の概要 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

当第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年３月

31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31

日）を適用しております。 

なお、これにより営業利益及び経常利益が１百万円、税金等調整前四半期純利益が 28 百万円それぞれ減少

しております。 
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３. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,695 6,493

受取手形及び売掛金 11,156 11,232

商品及び製品 3,704 3,797

仕掛品 3,043 2,613

原材料及び貯蔵品 931 905

その他 1,115 1,131

貸倒引当金 △26 △18

流動資産合計 25,620 26,155

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,438 4,469

機械装置及び運搬具（純額） 6,800 6,779

土地 16,630 16,628

その他（純額） 587 782

有形固定資産合計 28,456 28,659

無形固定資産 316 324

投資その他の資産   

投資有価証券 1,929 1,991

その他 1,760 2,041

貸倒引当金 △69 △69

投資その他の資産合計 3,619 3,962

固定資産合計 32,392 32,946

資産合計 58,013 59,101
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,556 11,492

短期借入金 11,328 12,841

未払法人税等 73 74

賞与引当金 89 266

その他 2,070 1,501

流動負債合計 26,119 26,176

固定負債   

長期借入金 11,303 12,579

再評価に係る繰延税金負債 4,034 4,034

退職給付引当金 2,127 2,186

資産除去債務 30 －

その他 183 174

固定負債合計 17,680 18,975

負債合計 43,799 45,151

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,857 6,857

資本剰余金 986 986

利益剰余金 1,287 1,012

自己株式 △8 △8

株主資本合計 9,122 8,848

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 281 322

土地再評価差額金 4,854 4,854

為替換算調整勘定 △45 △75

評価・換算差額等合計 5,090 5,101

純資産合計 14,213 13,950

負債純資産合計 58,013 59,101
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(2) 四半期連結損益計算書 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 7,291 11,125

売上原価 7,765 9,063

売上総利益又は売上総損失（△） △473 2,061

販売費及び一般管理費 1,242 1,353

営業利益又は営業損失（△） △1,716 708

営業外収益   

受取利息 2 1

受取配当金 28 23

負ののれん償却額 0 －

持分法による投資利益 － 0

受取賃貸料 － 14

為替差益 30 －

受取保険金 79 －

その他 63 24

営業外収益合計 204 63

営業外費用   

支払利息 92 85

退職給付費用 88 65

その他 13 17

営業外費用合計 194 168

経常利益又は経常損失（△） △1,706 603

特別利益   

固定資産売却益 － 1

貸倒引当金戻入額 － 6

特別利益合計 － 8

特別損失   

固定資産売却損 － 11

固定資産除却損 1 7

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 27

特別損失合計 1 47

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,708 563

法人税、住民税及び事業税 24 30

法人税等調整額 △763 258

法人税等合計 △738 289

四半期純利益又は四半期純損失（△） △969 274

日本金属㈱（5491） 平成23年３月期 第１四半期決算短信

－7－



(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△1,708 563

減価償却費 385 387

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 27

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 7

賞与引当金の増減額（△は減少） △223 △176

退職給付引当金の増減額（△は減少） △0 △59

受取利息及び受取配当金 △30 △24

支払利息 92 85

為替差損益（△は益） △6 3

持分法による投資損益（△は益） 0 △0

固定資産売却損益（△は益） － 10

固定資産除却損 1 7

売上債権の増減額（△は増加） △212 98

たな卸資産の増減額（△は増加） 942 △339

仕入債務の増減額（△は減少） △538 1,027

その他 617 478

小計 △678 2,097

利息及び配当金の受取額 29 24

利息の支払額 △93 △80

法人税等の支払額 △47 △34

営業活動によるキャッシュ・フロー △790 2,007

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △390 △128

有形固定資産の売却による収入 0 6

投資有価証券の取得による支出 △2 △2

投資有価証券の売却による収入 17 －

短期貸付金の回収による収入 － 96

貸付けによる支出 △292 －

その他 6 9

投資活動によるキャッシュ・フロー △662 △18
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(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △80 △1,353

長期借入れによる収入 128 100

長期借入金の返済による支出 △1,359 △1,536

リース債務の返済による支出 － △8

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △0 △0

その他 △2 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,314 △2,798

現金及び現金同等物に係る換算差額 19 10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,747 △798

現金及び現金同等物の期首残高 7,085 6,335

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,338 5,536

日本金属㈱（5491） 平成23年３月期 第１四半期決算短信

－9－



 

 

（４）継続企業の前提に関する注記 

    該当事項はありません。 

 

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

    該当事項はありません。 
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